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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第90期 第91期 第92期 第93期 第94期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 (百万円) 398 367 415 402 ―

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △51 △28 △9 1 ―

親会社に株主に帰属す
る当期純利益
又は親会社株主に帰属
する当期純損失(△)

(百万円) △48 △10 △676 5 ―

包括利益 (百万円) △21 4 △633 △12 ―

純資産額 (百万円) 1,091 1,096 462 450 ―

総資産額 (百万円) 2,001 1,987 1,335 1,261 ―

１株当たり純資産額 (円) 88.34 88.71 37.46 36.44 ―

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失金額(△)

(円) △3.95 △0.84 △54.75 0.41 ―

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 54.5 55.1 34.7 35.7 ―

自己資本利益率 (％) ― ― ― 1.1 ―

株価収益率 (倍) ― ― ― 185.0 ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 14 16 36 △19 ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △32 29 △17 △23 ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △36 △26 △13 △13 ―

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 53 73 79 23 ―

従業員数 (人) 67 60 65 57 ―
 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式がないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については記載しておりません。

３．第94期は連結財務諸表を作成していないため記載しておりません。

４．従来、「売上高」及び「売上原価」に計上しておりました、取引先からの有償支給材料に係る代金は第94期

より「売上高」及び「売上原価」から控除する純額方式に変更したため、当該会計方針を反映した遡及修正

後の数値を記載しております。なお、この変更による純資産額に対する累積的影響額はありません。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第90期 第91期 第92期 第93期 第94期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 (百万円) 398 367 415 402 413

経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) △51 △45 △9 1 4

当期純利益又は当期純
損失(△)

(百万円) △49 △27 △676 5 5

持分法を適用した場合
の投資利益

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 714 714 714 714 714

発行済株式総数 (千株) 12,911 12,911 12,911 12,911 12,911

純資産額 (百万円) 1,108 1,095 462 450 474

総資産額 (百万円) 2,001 1,985 1,335 1,261 1,265

１株当たり純資産額 (円) 89.70 88.71 37.46 36.44 38.45

１株当たり配当額(うち
１株当たり中間配当額)

(円) 0 0 0 0 0
(0) (0) (0) (0) (0)

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失金額(△)

(円) △3.98 △2.21 △57.74 0.41 0.47

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 55.3 55.2 34.6 35.6 37.5

自己資本利益率 (％) ― ― ― 1.1 1.2

株価収益率 (倍) ― ― ― 184.9 228.3

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― ― ― 8

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― ― ― 24

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― ― ― △19

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) ― ― ― ― 36

従業員数 (人) 5 54 65 57 62
 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式がないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については記載しておりません。

３．第93期まで連結財務諸表を作成しておりますので、第93期までの持分法を適用した場合の投資利益、営業活

動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー並

びに現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。

４．第94期の持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

５．従来、「売上高」及び「売上原価」に計上しておりました、取引先からの有償支給材料に係る代金は第94期

より「売上高」及び「売上原価」から控除する純額方式に変更したため、当該会計方針を反映した遡及修正

後の数値を記載しております。なお、この変更による純資産額に対する累積的影響額はありません。
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２ 【沿革】
 

年月 沿革

昭和23年10月

 

 

政府の第一次スフ紡績50万錘復元計画に呼応して、北陸地方の有志によって地元産業の発展の

為、資本金2,500万円、各種繊維の紡績及び加工を主たる目的とし、北日本紡績株式会社の商号

をもって本社及び金沢工場を石川県金沢市に設置し設立。

昭和24年１月 大阪市東区に大阪出張所を設置。

 東京都中央区に東京事務所を設置。

昭和25年10月 2,500万円増資して資本金5,000万円。

昭和26年６月 5,000万円増資して資本金10,000万円。

昭和27年１月 当社株式を大阪証券取引所市場第２部に上場。

昭和29年３月 当社株式を東京証券取引所市場第２部に上場。

昭和29年４月 10,000万円増資して資本金20,000万円。

昭和32年７月 10,000万円増資して資本金30,000万円。

昭和33年４月 大阪出張所を営業所に改称。

昭和38年９月 21,000万円増資して資本金51,000万円。

昭和39年５月 金沢工場敷地内に仮撚工場を新設、長繊維ウーリー加工糸の生産・販売を開始。

昭和39年10月 20,400万円増資して資本金71,400万円。

昭和46年８月 株式会社リック・コーポレーション（旧・鳥越産業株式会社、現・連結子会社）を設立。

昭和51年４月 大阪営業所を支社に改称。

昭和59年６月 キタボー興産株式会社（現・連結子会社）を設立。

昭和61年９月 東京事務所を廃止。

昭和63年11月 能都産業株式会社を設立。

平成２年３月 能都工場を石川県鳳至郡能都町(現・鳳珠郡能登町)に新設、委託加工先へ賃貸。

平成６年９月 大阪支社を廃止。

平成８年４月 松任工場を石川県松任市(現・白山市)福留町に新設。

平成14年11月 承徳帝賢北日本紡績有限公司（持分法適用関連会社）を設立。

平成17年３月 能都産業株式会社を清算。

平成17年６月 現在地に本社を移転。

平成20年９月 東京証券取引所から上場廃止。

平成21年１月 能登工場を閉鎖。

平成22年３月 仮撚事業を廃止。

平成23年５月 承徳帝賢北日本紡績有限公司を清算。

平成25年７月

 

当社株式は大阪証券取引所及び東京証券取引所の現物市場の統合に伴い、東京証券取引所市場第

２部に上場。

平成29年４月 大阪市中央区に大阪営業所を設置。
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３ 【事業の内容】

　当社の事業別セグメントは、繊維事業と環境事業の２事業に区分されております。

　繊維事業は、合繊紡績糸の製造販売及び委託加工を行っております。

　環境事業は、水質浄化システム及び省エネルギー装置の販売を行っております。

 
事業の系統図は、次のとおりであります。

〔事業系統図〕
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４ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成29年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

62 41.7 10.8 2,969,302
 

 

セグメントの名称 従業員数(人)

繊維事業 56

環境事業 1

全社（共通） 5

合計 62
 

 (注)　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

 (2) 労働組合の状況

平成29年３月31日現在40人の組合員が北日本紡績㈱に在籍し、ＵＡゼンセン同盟に加入しております。

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1)業績

当事業年度におけるわが国経済は、IT産業を中心とする輸出の回復や公共投資の増加、個人消費が底堅く推移す

ることなどにより、緩やかな回復が続くと見られております。ただし、大手宅配業者がサービス提供体制の見直し

を表明し、外食や小売業界でも営業時間等の見直しが進むなど、深刻な人手不足の影響が顕在化しており、いくつ

かの問題点も抱えている状況であります。

海外経済もトランプ政権の不確実な政策の実行、中国経済の崩壊、北朝鮮問題など多くのリスクを抱えてはいま

すが、米国、欧州含め全体的には緩やかな回復を維持しております。

（繊維事業）

繊維景況は、衣料関係については寒暖の差が激しく、１月に一部のコート・ジャケットなどの冬物商品が動いた

ものの２、３月は天候不順が響き全般的に低調であったようです。ユニフォーム、ワーキング分野も在庫過多に

なっており、引き続き低調には推移しております。インテリア業界ではホテル向けなどのカーテンは堅調に推移し

ましたが、ホームユース用は低位で推移しております。産業資材用途では土木資材は低調でしたが、建築資材は首

都圏の都市開発事業が好調で、増加傾向になっております。

当社の産業資材分野では、主力商品でありますアラミド繊維（高機能難燃繊維）・高強力繊維ともに受注自体は

好調で前年対比でも増加しており、順調に推移しております。また、一般衣料紡績糸は高機能インナー用途向けが

今年度いっぱい受注調整になっており、前年対比減少いたしましたが、民間ユニフォーム向け原着糸の受注は販売

先も増え、順調に増加しております。　

今後は、ますますの多品種、小ロット化、難しい素材の生産が進むと予想される中、人材育成と合理的な人的配

置、技術継承を効率的に進めることが重要課題となっております。　

この結果、繊維事業の業績は、売上高は前事業年度に比べ5,546千円増加し407,704千円、営業利益は前事業年度

に比べ452千円減少し8,581千円となりました。　

（環境事業）

平成27年12月より新規事業として立ち上げた環境事業は、主力商品「カラム」（特殊パウダー入りポリエチレ

ン）及び同商品を組み込んだ商品を販売、加えるにカルファケミカル社のカルファバス（クーリングタワー水処理

剤）、カルファサット（冷却水の藻類・スライム・レジオネラ抑制剤）を販売してまいりました。これらの商品を

機能的に組み合わせることにより、水処理に係る塩素臭・スライム・スケール等の付着問題を解決し、あわせて

水・燃料の節減を提案する営業活動を展開してまいりました結果、ファスナー製造トップメーカーの冷却水の水質

改善、国内有数のホテルグループの４箇所の濾過装置改修工事を実施いたしました。

しかしながら、初期導入であるため効果を検証しながら営業活動を進めたことや、商品の機能・効能の周知に時

間を割かざるをえなかったことが、売上高伸び悩みの主たる要因でありました。

この結果、環境事業の業績は、売上高は前事業年度に比べ4,944千円増加し5,489千円、営業損失は前事業年度に

比べ3,406千円増加し5,933千円となりました。

一方、今期より始まった北陸先端科学技術大学院大学との共同研究は、「高分子材機能の発現機構解析とその高

機能化」とのテーマともとに研究を続け、カラムの中のセラミックス微粉末が次亜塩素酸を分解する（遊離塩素濃

度の低下）という研究上一定の成果を得ることが出来ました。（2016MatcingHUBKanazawa2017MatcingHUB全国展開

会議にて報告）

以上の結果、当社の業績は、売上高は前事業年度に比べ11,036千円増加し413,194千円となりました。営業利益は

前事業年度に比べ3,858千円減少し2,648千円、経常利益は前事業年度に比べ3,093千円増加し4,265千円となり、特

別利益に投資有価証券売却益2,711千円、特別損失に投資有価証券売却損3,100千円を計上した結果、当期純利益は

前事業年度に比べ741千円増加し5,768千円となりました。

なお、「第２事業の状況」及び「第３設備の状況」については、消費税等抜きで記載しております。

 

(2) キャッシュ・フロー

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、36,621千円となりました。当事業年度末に

おける各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　
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当事業年度における営業活動による資金は、8,533千円の増加となりました。この増加の主な要因は、税引前当期

純利益3,876千円、減価償却費2,217千円の計上によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における投資活動による資金は、24,616千円の増加となりました。この増加の主な要因は、有形固定

資産の取得による支出が11,013千円ありましたが、投資有価証券の売却による収入が35,920千円あったことによる

ものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度における財務活動による資金は、19,764千円の減少となりました。この減少の主な要因は、短期借入

金の返済による支出が18,000千円、リース債務の返済による支出が1,659千円あったことによるものであります。

 

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当事業年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(千円) 前期比(％)

繊維事業 306,749 ＋5.1

環境事業 ― ―

合計 306,749 ＋5.1
 

(注) 金額は、製造原価によっております。

 

(2) 受注状況

当事業年度における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円) 前期比(％) 受注残高(千円) 前期比(％)

繊維事業 421,595 △9.8 109,347 ＋14.6

環境事業 5,489 △9.6 ― ―

合計 427,085 △9.6 109,347 ＋14.6
 

 

(3) 販売実績

当事業年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(千円) 前期比(％)

繊維事業 407,704 ＋1.5

環境事業 5,489 ―

合計 413,194 ＋2.7
 

(注) 主要な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先
前事業年度 当事業年度

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

帝人㈱ 251,476 62.5 218,050 52.7

東邦テキスタイル㈱ 27,750 6.9 66,645 16.1

㈱帝健 68,831 17.1 56,941 13.7

ハンダ㈱ 16,752 4.1 13,893 3.3
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３ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社が早急に取り組むべき課題としては、更なる生産の効率化・合理化を遂行し、収益改善を図ることでありま

す。その具体策として、以下の施策を実施しております。

① 成長戦略の実行

紡績糸定番商品には、価格的に発展途上国に比べ競争力がないため、自動車部品用途向けや衣料品向けの営

業に特化していくとともに、糸・生地の当社独自の販売供給ルートの早期確立に努めます。

環境事業は、「カラム」（特種パウダー入りポリエチレン）の認知度を高めるとともに、営業力の強化に努

めます。

② 収益性の改善

繊維事業は、ますますの多品種・小ロット化、難しい素材の生産が進むと予想される中、人材育成と合理的

な人的配置を行い更なる効率化、合理化を推進してまいります。

環境事業は、事業単体の収支がとれるよう取り組みます。

③ 新商品・研究開発の促進

繊維事業は、防護衣料及び特殊用途向けの商品開発が急務であり、様々な素材を組み合わせた独自商品の開

発を進めております。

環境事業は、北陸先端科学技術大学院大学との共同研究を継続し、効果の検証や新たな活用方法について検

討しております。

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末において判断したものであります。

 
４ 【事業等のリスク】

① 為替の変動、最終製品販売会社の不慮の事故、自然災害等の影響により、販売先からの受注量が発注する会社

の判断により漸減する可能性があります。

② 商品開発は、市場調査を基に独自に行うものですが、市場の評価を仰ぐものであるため、タイムリーかつ正確

な判断はできません。

③ 当社が上場している東京証券取引所には、厳格な上場廃止基準が定められております。経営成績の悪化、株式

市場の動向及びその他の理由を原因として、当社株式が上場廃止基準に該当する可能性があります。

④ 当社は、当事業年度末において訴訟は提起されておりませんが、将来何らかの事由の発生により、訴訟等によ

る請求を受ける可能性を完全に回避することは困難であり、この結果、当社の財政状態及び経営成績に重大な

影響を及ぼす可能性があります。

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末において判断したものであります。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６ 【研究開発活動】

業績向上に貢献するため、生産品種の拡大、新分野・新用途の模索に取り組みました。

　繊維事業については、防護衣料分野での生産品種拡大、新規顧客向け紡績糸の開発に取り組みました。今後も新

規取引先の開拓を進めるとともに、自社独自の商品開発に取り組んで参ります。当事業年度における研究開発に関

する費用8,179千円を販売費及び一般管理費に計上しております。

　環境事業については、北陸先端科学技術大学院大学と共同研究を実施しており、当事業年度における研究開発に

関する費用1,200千円を販売費及び一般管理費に計上しております。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1)重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま

す。この財務諸表作成に際し、経営陣は決算日における資産・負債の数値並びに報告期間における収入・費用

の報告数値に影響を与える様々な要因・仮定に対し、継続して可能な限り正確な見積りと適正な評価を行って

おります。

(2)経営成績の分析

繊維事業は、高機能インナー用途向けの受注は受注調整により減少しましたが、産業資材分野の受注が好調

であったため、受注全体は堅調に推移しました。上半期については短納期商品や難しい素材の混紡糸が増加し

たため生産効率が低下し、思うような増産ができませんでしたが、平成28年10月に生産体制の一部見直しを実

施し、増産体制が確立されつつあります。この結果、繊維事業の業績は売上高は前事業年度に比べ6,092千円増

加し407,704千円、営業利益は前事業年度に比べ452千円減少し8,581千円となりました。

環境事業は、ファスナー製造メーカーの冷却水の水質改善、ホテルの濾過装置改修工事を実施しましたが、

初期導入であるため、効果を検証しながら営業活動を進めたことや、商品の機能・効能の周知に時間を割かざ

るをえなかったため売上が伸び悩みました。この結果、環境事業の業績は、売上高は前事業年度に比べ4,944千

円増加し5,489千円、営業損失は前事業年度に比べ3,406千円増加し5,933千円となりました。

以上の結果、売上高は前事業年度に比べ11,036千円増加し413,194千円となりました。営業利益は前事業年度

に比べ3,858千円減少し2,648千円、経常利益は遊休不動産の賃貸収入が増加等があり前事業年度に比べ3,093千

円増加し4,265千円となりました。特別利益に投資有価証券売却益2,711千円、特別損失に投資有価証券売却損

3,100千円を計上し法人税等調整額を差し引いた結果、当期純利益は前事業年度に比べ741千円増加し5,768千円

となりました。

(3)財政状態の分析

総資産は、前事業年度度末に比べ4,313千円増加し、1,265,813千円となりました。

　これは、固定資産は1,074千円減少したものの、流動資産が5,388千円増加したことによるものであります。

流動資産の増加の主な要因は、現金及び預金が13,385千円増加した一方で、原材料が4,356千円減少したこと等

によるものであります。

負債は、前事業年度末に比べ20,526千円減少し、790,878千円となりました。これは、固定負債が5,238千円

増加しましたが、流動負債が25,765千円減少したことによるものであります。流動負債の減少の主な要因は短

期借入金が18,000千円、原材料の購入代減少により買掛金が7,115千円それぞれ減少したこと等によるものであ

ります。　

純資産は、前事業年度末に比べ24,839千円増加し、474,934千円となりました。これは、その他有価証券評価

差額金が19,176千円増加したことが主な要因であります。

なお、キャッシュ・フローの状況につきましては、「第２[事業の状況]１[業績等の概要]」をご参照下さ

い。

 

EDINET提出書類

北日本紡績株式会社(E00566)

有価証券報告書

10/52



第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当期の設備投資については、新製品・高付加価値製品の品質向上及び競争力維持向上並びに合理化を目標とし実施

いたしました。

繊維事業における設備投資の主な内容は、空調設備入替等による建物に関する投資1,303千円、紡績機械の維持補

修等の機械装置に関する投資8,664千円、パソコン購入等の工具器具備品に関する投資990千円、子会社からの土地購

入11,500千円の総額22,458千円を実施しております。

環境事業における設備投資の主な内容は、測定器の購入により工具器具備品に関する投資305千円を実施しており

ます。

上記の所要資金は自己資金によっております。

 
２ 【主要な設備の状況】

平成29年３月31日現在

事業所名(所在地) セグメントの名称

帳簿価額(千円)

従業員数(人)
土　地
(面積㎡)

合　計

松任工場(白山市福留町)
繊維事業
環境事業

716,442

(35,075)
716,442 62

 

(注)　金額には消費税等を含めておりません。

 

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

 

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

 

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 54,631,000

計 54,631,000
 

（注）平成29年６月29日開催の第94回定時株主総会において、当社の発行する株式について、10株を１株の割合で

併合する旨及び株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、発行可能株式総数を49,466,600株減

少の5,164,400株とする定款変更を行う旨が承認可決されております。

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成29年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年６月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,911,000 同左
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000株であります。

計 12,911,000 同左 ― ―
 

（注）平成29年６月29日開催の第94回定時株主総会において、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもっ

て、単元株式数を1,000株から100株に変更を行う旨が承認可決されております。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金
増減額
(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成13年３月13日(注) 669 12,911 ― 714,000 ― 1,257
 

(注)再評価差額金による自己株式の消却であります。
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(6) 【所有者別状況】

平成29年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

0 4 18 21 4 0 926 973 ―

所有株式数
(単元)

0 479 399 3,326 429 0 8,219 12,852 59,000

所有株式数
の割合(％)

0.00 3.73 3.10 25.88 3.34 0 63.95 100 ―
 

(注) 自己株式560,055株は、「個人その他」に560単元、「単元未満株式の状況」に55株含めて表示しております。

 

(7) 【大株主の状況】

平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱石川製作所 白山市福留町200 1,154 8.98

直山　秀人 金沢市本多町 933 7.22

北日本紡績㈱ 白山市福留町201-1 560 4.33

㈱サクシード 京都市下京区室町通五条上る坂東町226 511 3.95

帝人㈱ 大阪市中央区南本町1-6-7 500 3.87

本多　俊昭 東京都あきるの市 481 3.72

㈱北國銀行 金沢市広岡2丁目12番6号 450 3.48

北日本紡績取引先持株会 白山市福留町201-1 439 3.40

PHILLIP SECURITIES（HONG

KONG)　　　LIMITED

(常任代理人　フィリップ証券㈱）

UNITED 　CTR11/F，QUEENSWAY 　

95,ADMIRALTY,HONGKONG　　　　　　　　

（東京都中央区日本橋兜町4-2）

412 3.19

中谷　正和 東京都港区 400 3.09

計 ― 5,840 45.23
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式    560,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 12,292,000 12,292 ―

単元未満株式 普通株式     59,000 ― 一単元（１,000株）未満の株式

発行済株式総数        12,911,000 ― ―

総株主の議決権 ― 12,292 ―
 

 

② 【自己株式等】

平成29年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

　北日本紡績株式会社 石川県白山市福留町201番地１ 560,000 ― 560,000 4.33

計 ― 560,000 ― 560,000 4.33
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】　

　　　　会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 1,155 104,743

当期間における取得自己株式 611 67,799
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(　―　) ― ― ― ―

保有自己株式数 560,055 ― 560,666 ―
 

 

３ 【配当政策】

当社は、株主への還元を第一として配当原資確保のための収益力を強化し、継続的かつ安定的な配当を行うことを

基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間

配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当期につきましては、長引く市況の低迷など厳しい状況にあるため、誠に遺憾ではありますが無配とさせて頂きま

す。次期以降につきましては、全社を挙げて業績の回復に取り組み、早期復配に向けて努める所存であります。

また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第90期 第91期 第92期 第93期 第94期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

最高(円) 52 62 88 209 127

最低(円) 28 32 42 54 62
 

(注)　最高・最低株価は、平成25年７月16日以降は東京証券取引所市場第二部におけるものであり、それ以前は大阪

証券取引所市場第二部におけるものであます。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成28年10月 11月 12月 平成29年１月 ２月 ３月

最高(円) 94 92 98 101 112 122

最低(円) 77 77 87 90 87 95
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】
男性８名　女性０名　（役員のうち女性の比率０％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所　有
株式数
(千株)

取締役社長 代表取締役 仲　治　文　雄 昭和31年７月16日生

昭和54年３月 当社入社

29年
６月
から
１年

20

平成15年６月 当社商品開発グループ長

平成17年６月 当社取締役商品開発グループ長

平成17年10月 当社取締役生産・商品開発統括

平成21年７月 当社取締役生産統括

平成24年７月 当社取締役製造統括

平成27年５月 当社取締役社長(現在)

常務取締役  大　杉　幸　正 昭和22年９月17日生

昭和46年４月 ㈱北國銀行入行

29年
６月
から
１年

45

平成11年10月 同行富山支店長

平成13年５月 当社入社

平成13年６月 当社常務取締役

平成26年６月 当社常勤監査役

平成28年６月 当社常務取締役(現在)

取締役 営業部長 栗　林　昭　典 昭和39年７月24日生

昭和61年４月 蝶理㈱入社
29年
６月
から
１年

0
平成16年６月 小松精練㈱入社

平成20年２月 当社入社

平成26年12月 当社営業部長

平成27年６月 当社取締役営業部長(現在)

取締役 総務部長 西　川　康　一 昭和48年12月24日生

平成４年３月 当社入社 29年
６月
から
１年

10平成26年12月 当社総務部長

平成27年６月 当社取締役総務部長(現在)

取締役  上　中　康　司 昭和37年８月６日

昭和63年４月 ㈱日本債券信用銀行(現：㈱あおぞら
銀行）入行

29年
６月
から
１年

―

平成５年７月 シティバンク銀行入行
平成８月８月 クレディ スイス ファースト ボスト

ン証券東京支店(現：クレディ・スイ
ス証券㈱)入行

平成９年４月 住友キャピタル証券㈱(現：大和証券
キャピタル・マーッケッツ㈱)入社

平成10年８月 日本インベスター証券入社
平成12年３月 エフエードットコム㈱設立　代表取締

役
平成16年８月 ㈱サクシード設立　代表取締役(現在)
平成20年４月 KF2 CAPITAL PTE LTD(シンガポール)

設立　代表取締役
平成23年４月 自民党京都府第二選挙区衆議院支部長
平成27年２月 ホライズン㈱設立　代表取締役
平成28年12月 当社特別顧問
平成29年６月 当社取締役（現在）

取締役
（監査等
委員）

 本　　秀　行 昭和26年３月22日生

昭和48年４月 ㈱北國銀行入行

28年
６月
から
２年

―

平成元年７月 同行香港駐在事務所所長

平成16年７月 同行監査部長

平成17年７月 アトム運輸㈱入社
取締役管理本部長

平成28年４月 当社入社　内部統制室長

平成28年６月 取締役(監査等委員)(現在)

取締役
（監査等
委員）

 北　島　　勉 昭和25年７月25日生

昭和48年４月 蝶理㈱入社

28年
６月
から
２年

―

平成８年６月 同社大阪原料部大阪原料課長

平成14年３月 ㈲ケイティコーポレーション設立

代表取締役社長(現在)
平成27年６月 当社取締役

平成28年６月 取締役(監査等委員)(現在)

取締役
（監査等
委員）

 屶　網　大　介 昭和51年10月20日生

平成12年４月 新日開発入社

28年
６月
から
２年

―

平成19年９月 弁護士登録(現在)

平成19年９月 中山博之法律事務所(現葵総合法律
事務所)勤務

平成21年６月 当社監査役

平成21年７月 葵総合法律事務所所長(現在)

平成28年６月 取締役(監査等委員)(現在)

計 76
 

※１．北島勉及び屶網大介は、社外取締役であります。
　２．北島勉及び屶網大介は、東京証券取引所が指定を義務付けする一般株主と利益相反が生じるおそれのない独

立役員であります。
　３．監査等委員会の体制は、次のとおりであります。
　　委員長　本秀行　　委員　北島勉　　委員　屶網大介
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営の意思決定の迅速化並びに経営の透明性の確

保と経営のチェック機能の強化を重要な課題とし、株主の立場に立って企業価値を最大化することを目的としてお

ります。

①企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

当社は、監査等委員会設置会社であり、取締役会、監査等委員会、会計監査人を設置しております。

　取締役会は、有価証券報告書提出日現在、取締役（監査等委員である取締役を除く）５名と監査等委員である

取締役３名（うち社外取締役２名）の計８名で構成されております。定時取締役会を年４回開催し、必要に応じ

て臨時取締役会の開催を行っております。経営の基本方針その他重要事項を決定するとともに業務執行状況の監

督を行っております。

　監査等委員会は、有価証券報告書提出日現在、監査等委員である取締役３名（常勤１名、非常勤２名）で構成

されております。定時監査等委員会を年４回開催し、必要に応じて臨時監査等委員会を行います。監査等委員で

ある取締役は、取締役会に出席し、議案審議に必要な発言を適宜行うとともに取締役の職務執行を監査するとと

もに会計監査人との相互連携により、監査の実効性の充実を図っております。

　当社は、経営会議を毎月開催しております。取締役（社外取締役を除く）、部課長が出席し、取締役会の定め

る基本方針に基づき、その具体的な執行方針、進捗状況等の審議を行っております。

　

　

ロ．企業統治の体制を採用する理由

当社は、監査等委員会設置会社でありますが、監査等委員である取締役に取締役会における議決権を付与する

ことで取締役会の監督機能が充実すると判断したため、監査等委員会設置会社制度を採用しております。

②内部統制システムの整備の状況

(1)取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、取締役会、監査等委員会、会計監査人による経営管理体制をとっております。取締役は、職務の執行

が法令及び定款に適合することを確保するために担当する部署の内部統制を整備するとともに必要な諸規則を制

定し、周知徹底を図るとともに取締役会規則を遵守しております。

(2)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制

当社は、「文書管理規定」その他の社内規定に則り、取締役の職務の執行に係る情報を文書又は電子媒体にて

記録し、関連文書とともに保存・管理しております。取締役は、いつでもこれを閲覧することができます。
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(3)損失の危険に関する規程その他の体制

当社は業務執行に係るリスクに関して、各関係部門においてそれぞれ予見されるリスク分析と識別を行い、リ

スク管理体制を明確化しております。

(4)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、取締役会、経営会議の各規定、組織規定等により、各取締役及び使用人の分掌と権限を定めておりま

す。

(5)監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該使

用人の取締役からの独立性に関する事項

当社は、現在、監査等委員会の職務を補助する使用人はおりませんが、監査等委員会から求められた場合に

は、監査等委員会と協議のうえ合理的な範囲で配置することとしております。また、当該使用人の任命・異動等

人事権に関する事項の決定には、監査等委員会の事前の同意を得ることにより取締役からの独立性を確保するこ

ととしております。

(6)取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制、その他の監査等委員会への報告に関する事項

当社が決定する重要事項は、監査等委員に報告することとし、更に内部統制室担当者が行う監査の結果、会社

に損害を及ぼすおそれのある事実を発見した時は遅滞なく報告いたします。監査等委員へ報告をした者に対し

て、報告したことを理由として人事上の制裁処分その他不利益な取り扱いは行わないものといたします。また、

監査等委員は代表取締役と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題や監査上の重要事項について意見交換を

行うとともに、会社の重要会議に出席し、重要な意見決定や業務執行状況を把握いたします。さらに、監査が実

効的に行われることを確保するために関連部門が監査等委員補助を行うこととしております。

(7)監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費

用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査等に係る諸費用については、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、監査等

委員の請求により当該費用又は債務を処理することとしております。

(8)財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、金融商品取引法に基づく内部統制報告制度への対応を企業基盤強化のインフラ整備の一環として位置

付け、組織の業務全体に係わる財務情報を集約したものである財務報告の信頼性を確保するために、当該財務報

告に係わる内部統制の有効かつ効率的な整備・運用を行うこととしております。

③責任限定契約の内容の概要

当社と業務執行取締役等でない取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該業務執行取締役でない

取締役が責任の原因になった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

④内部監査及び監査等委員監査の状況

当社の監査等委員監査は、随時、会計監査人及び内部統制室から報告及び説明を受けるとともに、当社の監査

基準に基づき誠実かつ公正に内部監査を実施しております。

　内部監査の組織としては、内部統制室を設置し、内部監査人が監査等委員及び会計監査人との連携のもと、年

間計画を作成し内部監査を実施しております。

⑤会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は泉淳一、沖聡であり、太陽有限責任監査法人に所属しておりま

す。また、会計監査業務に係る補助者は公認会計士６名であります。会計監査は、一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施され、当社とは法令及び日本公認会計士協会に規定する利害関係のないことを確認

し、「監査約款」に定めるところにより、監査契約を締結しております。

　当社と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約で締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、

会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負担する契約を締結しております。

⑥社外取締役との関係

社外取締役北島勉は、有限会社ケイティーコーポレーションの代表取締役を務めており、その経歴を通じて

培った繊維業界の経験・見識を当社の経営に活かしていただきたいため、選任しております。

社外取締役屶網大介は、弁護士としての専門的知識・見識を有しており、当社の監査体制に活かしていただき

たいため、選任しております。

また、当社は、一般株主との利益相反取引を生じるおそれがない独立性の高い人物であるとして、社外取締役

北島勉氏及び社外取締役屶網大介氏の２氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同

取引所へ独立役員として届け出ております。

　なお、上記の社外取締役との間に特別の利害関係はありません。

　当社において、社外取締役を選任するための独立性に関する特段の定めはありませんが、東京証券取引所の独

立役員の独立性に関する基準を参考にしております。

社外取締役は、取締役会において必要な情報収集を行い、経営者としての経験から適宜質問を行い意見交換を

実施し、連携を図っております。

　監査等委員は、取締役会や監査等委員会においてその専門的見地からの報告や発言を適宜行っており、監査等
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委員監査においてはその独立性、中立性、専門性を発揮し、監査を実施するとともに、内部統制室、会計監査人

と連携し情報取集や意見交換を行っております。

　⑥リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理体制は、業務に関わるすべてのリスクについて、各管理担当部署において適切に把握し、重

要事項については、経営機関において対応策を十分検討しております。

　⑦役員報酬の内容

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(監査等委員を除く。)
(社外取締役を除く。)

12,450 12,450 ― ― ― 5

取締役(監査等委員)
(社外取締役を除く。)

1,800 1,800 ― ― ― 1

監査役
(社外監査役を除く。)

900 900 ― ― ― 1

社外役員 1,500 1,500 ― ― ― 7
 

(注) 当社は、平成28年６月29日付けで監査役設置会社から監査等委員会設置会社へ移行しております。

ロ．提出会社の役員ごとの役員報酬等の総額等

　報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ハ．当社は、役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。

役員の報酬につきましては、株主総会の決議を経て報酬限度額を決定しております。その限度額の範囲内に

おいて取締役会の授権を受けた代表取締役社長が、市場環境や中長期の業績を考慮したうえで、その達成度

合いを勘案し、決定しております。また、各監査等委員である取締役の報酬額は、監査等委員である取締役

の協議により決定しております。

ニ．使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なものはありません。

　⑧株式の保有状況

イ.保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数および貸借対照表計上額の合計額

　　　14銘柄　　　311,223千円

ロ.保有目的が純投資以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

（前事業年度）

特定投資株式

 銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 保有目的

 帝人㈱ 376,000 147,392 関係強化のため

 ㈱石川製作所 1,601,530 123,317 関係強化のため

 帝国繊維㈱ 10,000 15,370 関係強化のため

 ㈱福井銀行 30,000 6,150 関係強化のため

 ㈱北國銀行 600 177 関係強化のため
 

（当事業年度）

特定投資株式

 銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 保有目的

 帝人㈱ 71,200 149,448 関係強化のため

 ㈱石川製作所 125,153 109,508 関係強化のため

 帝国繊維㈱ 10,000 16,440 関係強化のため

 ㈱福井銀行 30,000 7,920 関係強化のため

 ㈱北國銀行 600 253 関係強化のため
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ハ.保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度および当事業年度における貸借対照表計上額の合計額なら

びに当事業年度における受取配当金、売却損益および評価損益の合計額

　　　該当事項はありません。

　⑨取締役の定数

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は10名以内とし、監査等委員である取締役は４名以内とする

旨を定款で定めております。

　⑩取締役の選任の決議条件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は累積投票によら

ないものとする旨定款に定めております。

　⑪株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、

株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円満な運営を行うことを目的とするもので

あります。

　⑫自己の株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨

定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため、市場取引等によ

り、自己の株式を取得することを目的とするものであります。

　⑬中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として、中間配

当を行うことができる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を目的とするものでありま

す。

 

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
(千円)

非監査業務に基づく報酬
(千円)

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

9,300 ― 9,300 ―
 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。なお、前事業年度（平成27年４月１日から平成28年３月31日）

は連結財務諸表を作成しており、キャッシュ・フロー計算書を作成していないため、キャッシュ・フロー計算書に係

る比較情報は記載しておりません。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成28年４月１日から平成29年３月31日ま

で)の財務諸表について、太陽有限責任監査法人により監査を受けております。

　

３　連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

　

４　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、又は、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人

財務会計基準機構へ加入し、セミナーに参加しております。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 23,236 36,621

  売掛金 57,275 55,732

  商品及び製品 3,765 9,291

  仕掛品 7,007 5,643

  原材料 7,903 3,546

  貯蔵品 6,876 1,292

  前払費用 1,747 1,629

  未収入金 1,171 1,432

  その他 1,293 473

  流動資産合計 110,275 115,664

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） ※1  632 ※1  1,861

   構築物（純額） 0 0

   機械及び装置（純額） 8,844 16,251

   車両運搬具（純額） 848 580

   工具、器具及び備品（純額） 1,111 1,995

   土地 ※1  795,477 ※1  806,977

   リース資産（純額） 0 0

   建設仮勘定 3,300 -

   有形固定資産合計 ※2  810,215 ※2  827,666

  無形固定資産   

   ソフトウエア 252 796

   リース資産 0 0

   電話加入権 0 0

   無形固定資産合計 252 796

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※1  320,059 ※1  311,223

   関係会社長期貸付金 339,290 -

   敷金及び保証金 10,172 10,462

   貸倒引当金 △328,766 -

   投資その他の資産合計 340,755 321,685

  固定資産合計 1,151,223 1,150,148

 資産合計 1,261,499 1,265,813
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 4,086 2,440

  買掛金 15,604 8,488

  短期借入金 ※1  499,000 ※1  481,000

  リース債務 1,659 1,659

  未払金 15,577 16,916

  未払費用 7,374 7,367

  未払法人税等 2,223 1,763

  未払消費税等 4,361 7,053

  預り金 908 2,223

  賞与引当金 6,833 6,749

  設備関係支払手形 2,700 -

  その他 2,650 1,550

  流動負債合計 562,979 537,213

 固定負債   

  リース債務 4,485 2,825

  繰延税金負債 38,429 44,297

  再評価に係る繰延税金負債 199,501 199,501

  退職給付引当金 6,010 7,040

  固定負債合計 248,425 253,664

 負債合計 811,405 790,878

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 714,000 714,000

  資本剰余金   

   資本準備金 1,257 1,257

   資本剰余金合計 1,257 1,257

  利益剰余金   

   利益準備金 178,500 178,500

   その他利益剰余金   

    従業員保護資金 13,000 13,000

    配当引当積立金 10,000 10,000

    固定資産圧縮積立金 63,046 57,381

    繰越利益剰余金 △950,704 △939,270

   利益剰余金合計 △686,157 △680,389

  自己株式 △52,263 △52,368

  株主資本合計 △23,164 △17,500

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 26,621 45,798

  土地再評価差額金 ※3  446,636 ※3  446,636

  評価・換算差額等合計 473,258 492,435

 純資産合計 450,094 474,934

負債純資産合計 1,261,499 1,265,813
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②【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高 402,158 413,194

売上原価   

 製品期首たな卸高 2,713 3,765

 当期商品仕入高 413 6,543

 当期製品製造原価 291,813 306,749

 合計 294,940 317,058

 製品期末たな卸高 3,765 9,291

 売上原価合計 291,175 307,766

売上総利益 110,982 105,428

販売費及び一般管理費   

 運送費及び保管費 7,293 8,294

 役員報酬 15,400 16,650

 給料及び手当 25,088 22,410

 減価償却費 336 766

 旅費及び交通費 4,117 4,064

 その他 52,240 50,594

 販売費及び一般管理費合計 104,476 102,780

営業利益 6,506 2,648

営業外収益   

 受取利息 11 2

 受取配当金 5,380 7,365

 不動産賃貸料 6,937 11,853

 貸倒引当金戻入額 - 806

 その他 2,350 2,951

 営業外収益合計 14,679 22,978

営業外費用   

 支払利息 15,840 15,337

 支払補償費 1,400 4,131

 貸倒引当金繰入額 394 -

 その他 2,378 1,892

 営業外費用合計 20,013 21,361

経常利益 1,172 4,265

特別利益   

 投資有価証券売却益 - 2,711

 特別利益合計 - 2,711

特別損失   

 投資有価証券売却損 - 3,100

 特別損失合計 - 3,100

税引前当期純利益 1,172 3,876

法人税、住民税及び事業税 536 536

法人税等調整額 △4,391 △2,427

法人税等合計 △3,854 △1,891

当期純利益 5,027 5,768
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製造原価明細書

  
前事業年度

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成27年４月１日
至　平成29年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　原材料費  2,668 19.8 △722 △0.2

Ⅱ　労務費  169,833 47.0 175,529 57.5

Ⅲ　経費 ※１ 119,751 33.2 130,578 42.7

　　当期総製造費用  292,252 100.0 305,385 100.0

　　仕掛品期首棚卸高  6,568  7,007  

合計  298,821  312,392  

　　仕掛品期末棚卸高  7,007  5,643  

　　当期製品製造原価  291,813  306,749  

　　      
 

 
(注)　※１．主な内訳は次のとおりであります。

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円)

支払電力料 56,037 58,373

消耗品費 18,577 19,531

固定資産税 11,622 11,558

減価償却費 627 1,451
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計従業員

保護資金

配当引当

積立金

固定資産

圧縮積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 714,000 1,257 1,257 178,500 13,000 10,000 66,748 △959,433 △691,184

当期変動額          

当期純利益        5,027 5,027

固定資産圧縮積立金の

取崩
      △3,702 3,702 -

自己株式の取得          

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
         

当期変動額合計 - - - - - - △3,702 8,729 5,027

当期末残高 714,000 1,257 1,257 178,500 13,000 10,000 63,046 △950,704 △686,157
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △52,215 △28,142 57,586 433,336 490,923 462,780

当期変動額       

当期純利益  5,027    5,027

固定資産圧縮積立金の

取崩
      

自己株式の取得 △48 △48    △48

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  △30,964 13,300 △17,664 △17,664

当期変動額合計 △48 4,979 △30,964 13,300 △17,664 △12,685

当期末残高 △52,263 △23,164 26,621 446,636 473,258 450,094
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 当事業年度(自 平成28年４月１日　至 平成29年３月31日)

 

 (単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計従業員

保護資金

配当引当

積立金

固定資産

圧縮積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 714,000 1,257 1,257 178,500 13,000 10,000 63,046 △950,704 △686,157

当期変動額          

当期純利益        5,768 5,768

固定資産圧縮積立金の

取崩
      △5,665 5,665 -

自己株式の取得          

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
         

当期変動額合計 - - - - - - △5,665 11,433 5,768

当期末残高 714,000 1,257 1,257 178,500 13,000 10,000 57,381 △939,270 △680,389
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △52,263 △23,164 26,621 446,636 473,258 450,094

当期変動額       

当期純利益  5,768    5,768

固定資産圧縮積立金の

取崩
      

自己株式の取得 △104 △104    △104

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  19,176  19,176 19,176

当期変動額合計 △104 5,663 19,176  19,176 24,839

当期末残高 △52,368 △17,500 45,798 446,636 492,435 474,934
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④【キャッシュ・フロー計算書】

          (単位：千円)

          当事業年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税引前当期純利益 3,876

 減価償却費 2,217

 受取利息及び受取配当金 △7,367

 支払利息 15,337

 売上債権の増減額（△は増加） 1,542

 たな卸資産の増減額（△は増加） 5,777

 仕入債務の増減額（△は減少） △8,762

 未払消費税等の増減額（△は減少） 2,692

 その他 1,344

 小計 16,659

 利息及び配当金の受取額 7,367

 利息の支払額 △14,957

 法人税等の支払額 △536

 営業活動によるキャッシュ・フロー 8,533

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 有形固定資産の取得による支出 △11,013

 投資有価証券の売却による収入 35,920

 その他の支出 △290

 投資活動によるキャッシュ・フロー 24,616

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 短期借入金の純増減額（△は減少） △18,000

 リース債務の返済による支出 △1,659

 自己株式の取得による支出 △104

 財務活動によるキャッシュ・フロー △19,764

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 13,385

現金及び現金同等物の期首残高 23,236

現金及び現金同等物の期末残高 36,621
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

①　時価のあるもの

…期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)を採用しております。

②　時価のないもの

…移動平均法による原価法を採用しております。

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　通常の販売目的で保有するたな卸資産

　主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

 

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15～45年

構築物 10～35年

機械装置 10年

車両運搬具 4年
 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

期末現在の売掛債権その他の債権額に対し、債権内容その他相手先の財政状態等により、合理的に見積もった額

を計上しております。なお、この方法により算出した貸倒引当金はありませんので計上しておりません。

(2) 賞与引当金

従業員賞与の支出に充てるため、支給見込額により計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額を計上しております。

　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を

用いた簡便法を適用しております。

 

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な現金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 　

 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

 

 

（会計方針の変更）
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従来、「売上高」及び「売上原価」に計上しておりました、取引先からの有償支給材料に係る代金は、当事業年

度末より「売上高」及び「売上原価」から控除する方法（以下、「純額処理」という。）に変更いたしました。

この変更は、主要な取引先との取引の一部が無償支給取引から有償支給取引に変更され、金額的重要性が増加し

たことを契機に、改めて取引実態について検討した結果、売上数量や生産数量をより適切に表示させるには、純額

処理の方がより適切に表示しているとの判断から行ったものであります。　

当該会計方針の変更は遡及適用され、前事業年度については遡及適用後の財務諸表となっております。

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前事業年度については「売上高」及び「売上原価」はそれぞれ68,665千

円減少し、当事業年度の「売上高」及び「売上原価」は84,669千円減少しておりますが、この変更による損益に与

える影響はありません。

なお、前事業年度の期首における純資産額に対する累積的影響額はないため、前事業年度の利益剰余金期首残高

に与える影響はありません。また、１株当たり情報に与える影響もありません。

 
（追加情報）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号平成28年３月28日）を当事業年

度から適用し、繰延税金資産の回収可能性に関する会計処理の方法の一部を見直しております。

 

(貸借対照表関係)

※１　担保資産及び担保付債務

　　　　担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当事業年度

（平成29年３月31日）

　土地 716,442千円 716,442千円

　建物 632　〃 1,861　〃

　投資有価証券 139,720　〃 154,668　〃

　　　計
 

856,794　〃
 

872,971　〃
 

　短期借入金 499,000　〃 481,000　〃

　　　計 499,000　〃 481,000　〃
 

　

※２ 有形固定資産の減価償却累計額

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 2,013,224千円 2,015,235千円
 

　

※３　土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき事業用の土地の再評価を行い、土地

再評価差額金を純資産の部に計上しております。

・再評価の方法

…土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める地方税法第

341条第10号の土地課税台帳に登録されている価額及び地方税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基

礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公布した方法により算定した価額に合理的な調整を

行って算出しております。

・再評価を行った年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成12年３月31日

・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額・・・・28,238千円　

 

EDINET提出書類

北日本紡績株式会社(E00566)

有価証券報告書

30/52



 

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 当事業年度期首 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

 株式数(千株) 増加株式数(千株) 減少株式数(千株) 株式数(千株)

発行済株式     

普通株式 12,911 ― ― 12,911

合計 12,911 ― ― 12,911

自己株式     

普通株式(注) 558 0 ― 558

合計 558 0 ― 558
 

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加657株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　　該当事項はありません。

３．配当に関する事項　

　　　　該当事項はありません。

 

当事業年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 当事業年度期首 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

 株式数(千株) 増加株式数(千株) 減少株式数(千株) 株式数(千株)

発行済株式     

普通株式 12,911 ― ― 12,911

合計 12,911 ― ― 12,911

自己株式     

普通株式(注) 558 1 ― 560

合計 558 1 ― 560
 

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加1,155株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　　該当事項はありません。

３．配当に関する事項　

　　　　該当事項はありません。

 

(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。

 

 
当事業年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

現金及び預金 36,621千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

― 〃

現金及び現金同等物 36,621 〃
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(リース取引関係)

 オペレーティング・リース取引

(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

１年内 627千円 627千円

１年超 　1,202〃 575〃

合計 1,830〃 1,202〃
 

 

(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用は短期的な預金等に限定し、資金調達は、銀行等金融機関からの借入による方針でありま

す。デリバティブ取引は、全く行っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、取引先ごとに債権の期日管理及び残高管理を

行うとともに、信用調査等を実施することによりリスク低減を図っております。

　投資有価証券は株式であり、市場リスクや発行会社の業績変動リスクがあります。四半期ごとに時価や発行会

社の財務状況等の把握を行い、当該企業との関係を勘案して保有意義の見直しを行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金については、支払期日が１年以内となっております。

　短期借入金は運転資金に係る資金調達であります。

　また、営業債務及び借入金の資金調達に係る流動性リスクは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資

金繰計画を作成することにより流動性リスクを管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは、次表には含まれておりません((注２)を参照ください。)。

 

前事業年度(平成28年３月31日)

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 23,236 23,236 ―

(2) 売掛金 57,275 57,275 ―

(3) 投資有価証券    

 　　 その他有価証券 295,907 295,907 ―

資産計 376,419 376,419 ―

(1) 支払手形 4,086 4,086 ―

(2) 買掛金 15,604 15,604 ―

(3) 短期借入金 499,000 499,000  

(4) 設備関係支払手形 2,700 2,700 ―

負債計 521,391 521,391 ―
 

(※) 長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

 

当事業年度(平成29年３月31日)

 
貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 36,621 36,621 ―

(3) 売掛金 55,732 55,732 ―

(4) 投資有価証券    

  ②  その他有価証券 287,071 287,071 ―

資産計 379,425 379,425 ―

(1) 支払手形 2,440 2,440 ―

(2) 買掛金 8,488 8,488 ―

(3) 短期借入金 481,000 481,000 ―

負債計 491,928 491,928 ―
 

　

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

　

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

　

負  債

(1) 支払手形、(2) 買掛金、(3) 短期借入金、(4) 設備関係支払手形

これらはすべて短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

　

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額
  (単位：千円)

区分 平成28年３月31日 平成29年３月31日
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非上場株式 24,151 24,151
 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4) 有価証

券及び投資有価証券」には含めておりません。

　

(注３)金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度(平成28年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

売掛金 57,275 ― ― ―
 

　

当事業年度(平成29年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

売掛金 55,732 ― ― ―
 

　

(注４)社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

前事業年度(平成28年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 499,000 ― ― ― ― ―
 

　

当事業年度(平成29年３月31日)

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 481,000 ― ― ― ― ―
 

　

EDINET提出書類

北日本紡績株式会社(E00566)

有価証券報告書

34/52



 

 

(有価証券関係)

２．その他有価証券で時価のあるもの

前事業年度(平成28年３月31日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

  株式 166,439 105,685 60,752

  債券 ― ― ―

小計 166,439 105,685 60,754

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

  株式 129,467 152,191 △22,723

  債券 ― ― ―

  その他 ― ― ―

小計 129,467 152,191 △22,723

合計 295,907 257,876 38,031
 

 

当事業年度(平成29年３月31日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

  株式 169,642 100,426 69,215

  債券 ― ― ―

小計 169,642 100,426 69,215

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

  株式 117,428 121,140 △3,711

  債券 ― ― ―

  その他 ― ― ―

小計 117,428 121,140 △3,711

合計 287,071 221,567 65,504
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３．事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

区分
売却額
(千円)

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)

株式 ― ― ―

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 ― ― ―
 

 

当事業年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

区分
売却額
(千円)

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)

株式 36,308 2,711 3,100

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 36,308 2,711 3,100
 

 

(デリバティブ取引関係)

前事業年度(平成28年３月31日)及び当事業年度（平成29年３月31日）

当社は、前事業年度及び当事業年度のいずれにおいてもデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該

当事項はありません。　

 

(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付制度として退職金一時制度を設けております。　

 

２．確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

  (千円)

 
前事業年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 6,310 6,010

退職給付費用 870 1,030

退職給付の支払額 1,170 ―

退職給付に係る負債の期末残高 6,010 7,040
 

(2) 退職給付費用

  (千円)

 
前事業年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

簡便法で計算した退職給付費用 870 1,030
 

 
(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。　
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

  
前事業年度

(平成28年３月31日)
 

当事業年度
(平成29年３月31日)

繰延税金資産       

　繰越欠損金  142,604 千円  250,595千円

　貸倒引当金  98,629 〃  ― 〃

　退職給付引当金  1,803 〃  2,112 〃

　賞与引当金  2,050 〃  2,024 〃

　減損損失  191,531 〃  178,874 〃

  未払事業税  506 〃  368 〃

       その他  733 〃  409 〃

繰延税金資産小計  437,858 〃  434,384 〃

評価性引当額  △437,858 〃  △434,384 〃

繰延税金資産合計  ― 〃  ― 〃

繰延税金負債       

固定資産圧縮積立金  △27,020 〃  △24,592 〃

その他有価証券評価差額金  △11,409 〃  △19,705 〃

繰延税金負債合計  △38,429 〃  △44,297 〃

繰延税金負債の純額  △38,429 〃  △44,297 〃

再評価に係る繰延税金負債       

　土地再評価差額金  △199,501 〃  △199,501 〃

再評価に係る繰延税金負債合計  △199,501 〃  △199,501 〃

再評価に係る繰延税金負債の純額  △199,501 〃  △199,501 〃

       
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目の内訳

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
 

当事業年度
(平成29年３月31日)

法定実効税率 30％  30％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 36％  8％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △27％  △11％

住民税均等割等 45％  14％

還付金 △26％  △8％

評価性引当額増減額 △387％  △82％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △328％  △49％
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(賃貸等不動産関係)

当社は、石川県の鳳珠郡能都町、白山市上野町及び白山市福留町において、賃貸用の土地を有しております。　

平成28年３月期における当該賃貸不動産に関する賃貸損益は1,927千円（賃貸収益は営業外収益に、賃貸費用は営

業外費用に計上）であります。　

平成29年３月期における当該賃貸不動産に関する賃貸損益は8,250千円（賃貸収益は営業外収益に、賃貸費用は営

業外費用に計上）であります。　

また、当該不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりであります。

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

貸借対照表計上額

期首残高 66,808 66,808

期中増減額 ― 96,409

期末残高 66,808 163,217

期末時価 94,844 194,235
 

(注) 時価の算定方法は、白山市福留町は「不動産鑑定評価額」、鳳珠郡能登町及び白山市上野町については「固定

資産税評価額」に基づいて自社で算定した金額であります。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離した財務情報が入手可能であり、当社取締役会が経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社の事業は、繊維事業及び環境事業を報告セグメントとしております。

　繊維事業は、主に合繊紡績糸の製造及び販売を行っております。

　環境事業は、主に水質浄化システム及び省エネルギー装置の販売を行っております。

 
２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、財務諸表の作成上採用した方法と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

  (単位：千円)

 
報告セグメント

合計
繊維事業 環境事業

売上高    

外部顧客への売上高 401,612 545 402,158

セグメント利益 9,034 △2,527 6,506

セグメント資産 1,255,256 6,243 1,261,499

セグメント負債 811,268 137 811,405

その他の項目    

減価償却費 958 5 963

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額

12,340 312 12,653
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当事業年度（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

  (単位：千円)

 
報告セグメント

合計
繊維事業 環境事業

売上高    

外部顧客への売上高 407,704 5,489 413,194

セグメント利益 8,581 △5,933 2,648

セグメント資産 1,259,312 6,501 1,265,813

セグメント負債 790,748 130 790,878

その他の項目    

減価償却費 1,967 250 2,217

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額

23,208 305 23,513
 

 

４．報告セグメント合計額と財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

前事業年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）及び当事業年度（自平成28年４月１日　至平成29年

３月31日）

該当事項はありません。

 
【関連情報】

前事業年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

帝人㈱ 251,476 繊維事業

㈱帝健 68,831 繊維事業

東邦テキスタイル㈱ 27,750 繊維事業

ハンダ㈱ 16,572 繊維事業
 

 

当事業年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
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３．主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

帝人㈱ 218,050 繊維事業

東邦テキスタイル㈱ 66,645 繊維事業

㈱帝健 56,941 繊維事業
 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）及び当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29

年３月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)及び当事業年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年

３月31日)

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)及び当事業年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年

３月31日）

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年年３月31日）及び当事業年度（自　平成28年４月１日　至　

平成29年３月31日）

　　　　関連当事者との取引

　　該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

 
前事業年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

１株当たり純資産額 36.44円 38.45円

１株当たり当期純利益金額 0.41円 0.47円
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益(千円) 5,027 5,768

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式に係る当期純利益(千円) 5,027 5,768

  普通株式の期中平均株式数(株) 12,352 12,351
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(重要な後発事象)

（単元株式数の変更及び株式併合）

当社は、平成29年６月29日開催の第94回定時株主総会（以下｛本定時株主総会」という。）において、株式併

合に係る議案ならびに単元株式数及び発行可能株式数の変更に係る定款変更議案を決議いたしました。　

　

１.単元株式の変更

　(1)変更の目的

全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を公表し、上場する国内会社の普通株式の売買単

位（単元株式数）を100株に統一することを目指しております。

当社は、東京証券取引所に上場する企業としてこの趣旨を尊重し、当社株式の売買単位である単元株式数

を、100株に変更するものであります。

(2)単元株式数の変更の内容

平成29年10月１日をもって、当社の単元株式数を1,000株から100株に変更いたします。

 

２.株式併合　

　(1)併合の目的　

単元株式数を1,000株から100株に変更するにあたり、当社株式の投資単位を全国証券取引所が望ましいとい

ている水準（５万円以上50万円未満）とすることを目的として、株式併合（10株を１株に併合）を実施するも

のであります。

(2)併合の内容

①併合する株式の種類

　普通株式

②併合の方法・分割

平成29年10月１日をもって、平成29年９月30日（実施上９月29日）の最終の株主名簿に記載された株主の所

有株式数10株につき１株の割合で併合いたします。

③併合により減少する株式数

　株式併合前の発行済株式総数（平成29年３月31日現在） 12,911,000株

　株式併合により減少する株式数 11,619,900株

　株式併合後の発行済株式総数 1,291,100株
 

（注）「株式併合により減少する株式数」及び「株式併合後の発行済株式総数」は、併合前の発行済株

式総数及び併合の割合に基づき算出した理論値であります。

④株式併合の影響　

株式併合により、普通株式に係る発行済株式総数は10分の１に減少することとなりますが、純資産等は変動

いたしませんので、１株当たり純資産額は10倍となり、株式市場の変動など他の要因を除けば、当社株式の資

産価値に変動はありません。

(3)併合により減少する株主数　

　 平成29年３月31日現在の当社株主名簿に基づく株主構成は、次のとおりであります。　

所有株式 株主数（割合） 所有株式数（割合）

　10株未満 　　　39名 （ 3.29％）        67株 ( 0.00％）

　10株以上 　　1,147名　（ 96.71％） 12,910,933株（100.00％）

　合計 　　1,186名　（100.00％） 12,911,000株（100.00％）
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(4)効力発生日における発行可能株式総数　

本株式併合による発行済株式総数の減少に伴い、発行可能株式数の適正化を図るため、平成29年10月１日を

もって、発行可能株式総数を減少いたします。　

　変更前の発行可能株式総数 54,631,000株

　変更後の発行可能株式総数 5,164,400株
 

(5)１株未満の端数が生じる場合の対応　

株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には会社法に基づき、一括して処分し、その処分代金を

端数が生じた株主に対して、端数の割合に応じて分配いたします。

 
３.定款の一部変更

当社定款は、上記「２.株式併合」に記載のとおり、平成29年10月１日をもって以下のとおり変更されます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（下線部分が変更箇所です。）

現行定款 変更後

第２章　株式 第２章

第６条（発行可能株式総数）当会社の発行可能

株式総数は、54,631,000株とする。

第６条（発行可能株式総数）当会社の発行可能

株式総数は、5,164,400株とする。

第８条（単元株式数）当会社の単元株式数は、

1,000株とする。

第８条（単元株式数）当会社の単元株式数は、

100株とする。
 

 
４.日程

　取締役会決議 平成29年５月19日

　定時株主総会決議 平成29年６月29日

　単元株式数の変更及び株式併合の効力発生日 平成29年10月１日（予定）

　定款の一部変更の効力発生日 平成29年10月１日（予定）
 

（注）上記のとおり、単元株式数の変更及び株式併合の効力発生日は平成29年10月１日ですが、株式売

買後の振替手続きの関係上、東京証券取引所における当社株式の売買単位が1,000株から100株に変更さ

れる日は平成29年９月27日となります。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(千円)

投資
有価証券

その他
有価証券

帝人㈱ 71,200 149,448

㈱石川製作所 125,153 109,508

帝国繊維㈱ 10,000 16,440

㈱しん証券さかもと 177,937 12,646

㈱福井銀行 30,000 7,920

北陸放送㈱ 11,125 5,562

㈱金沢名鉄丸越百貨店 20,000 3,500

北陸観光開発㈱ 42 2,100

北陸綜合警備保障㈱ 4,000 2,000

その他（3名柄） 3,902 2,096

計 453,359 311,223
 

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

  建物 632 1,303 ― 1,935 538,131 74 1,861

  構築物 0 ― ― 0 35,942 ― 0

  機械及び装置 8,844 8,664 ― 17,508 1,389,013 1,258 16,251

 車両運搬具 848 ― ― 848 4,335 268 580

 工具、器具及び備品 1,111 1,295 ― 2,406 46,101 410 1,995

  土地 795,477 11,500 ― 806,977 ― ― 806,977

　リース資産 0 ― ― 0 1,711 ― 0

  建設仮勘定 3,300 7,962 11,263 ― ― ― ―

有形固定資産計 810,215 30,725 11,263 829,677 2,015,235 2,011 827,666

無形固定資産        

 ソフトウエア 252 750 ― 1,002 3,274 206 796

　リース資産 0 ― ― ― 2,315 ― 0

　施設利用権 0 ― ― ― 1,120 ― 0

無形固定資産計 252 750 ― 1,002 6,710 206 796
 

（注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。
　　　　　建物の主な増加額は、空調設備の入替638千円及びエアコンの入替526千円等によるものであります。
　　　　　機械装置の主な増加額は、紡績設備の改造及び維持補修によるものであります。　　
　　　　　工具器具備品の主な増加額は、パソコン及び関連部品の購入990千円であります。

２．建設仮勘定の増加額は、有形固定資産の取得によるものであり、減少額は当該各有形固定資産への振替額
であります。　

 
【社債明細表】

該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 499,000 481,000 3.125 ―

１年以内に返済予定のリース債務 1,659 1,659 2.755 ―

リース債務（１年以内に返済予定

のものを除く。）
4,485 2,825 2.744

平成29年７月16日～
　　平成33年11月10日

合計 505,144 485,485 ― ―
 

(注) １．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の貸借対照表日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。

 
１年超２年以内

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内

(千円)

リース債務 1,659 1,165 ― ―
 

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 328,766 ― ― 328,766 ―

賞与引当金 6,833 6,749 ― 6,833 6,749
 

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

① 現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 875

預金  

  当座預金 561

  普通預金 35,184

計 35,746

合計 36,621
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②　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

帝人㈱ 22,918

東邦テキスタイル㈱ 12,294

ハンダ㈱ 9,938

深谷由松商店㈱ 2,918

その他 7,662

合計 55,732
 

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
(千円)
(Ａ)

当期発生高
(千円)
(Ｂ)

当期回収高
(千円)
(Ｃ)

当期末残高
(千円)
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
 

滞留期間(日)
 (Ａ)＋(Ｄ)  
 ２  
 (Ｂ)  
 365  

 

57,275 538,414 539,957 55,732 90.64 38.30
 

(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

 

③　商品及び製品

区分 金額(千円)

合繊紡績糸 5,861

活水器 1,944

その他 1,485

合計 9,291
 

 

④　仕掛品

区分 金額(千円)

合繊紡績糸 5,643

合計 5,643
 

 

⑤　原材料

区分 金額(千円)

合繊紡績原綿 3,546

合計 3,546
 

 

⑥　貯蔵品

区分 金額(千円)

紙管、段ボール 1,064

その他 227

計 1,292
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⑦　支払手形

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

吉野紙管㈱ 1,257

朝日産業㈱ 1,182

合計 2,440
 

　

期日別内訳

期日 金額(千円)

平成29年４月満期 904

平成29年５月満期 1,535

合計 2,440
 

 
⑧　買掛金

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

ハンダ㈱ 7,931

富士化繊㈱ 518

㈱帝健 39

計 8,488
 

　

⑨　短期借入金

区分 金額(千円)

㈱北國銀行　本店営業部 481,000

合計 481,000
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(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

(累計期間)  第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高 (百万円) 125 243 362 413

税引前四半期(当期)純利益金額又は

税引前四半期純損失金額（△）
(百万円) △0 2 △1 3

四半期(当期)純利益金額又は

四半期純損失金額（△）
(百万円) △0 3 △0 5

１株当たり四半期(当期)純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
(円) △0.04 0.25 △0.05 0.47

 

　

(会計期間)  第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
(円) △0.04 0.29 △0.29 0.51
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 決算期末日

剰余金の配当の基準日 ９月30日   ３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

 (特別口座)

　　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号   三井住友信託銀行株式会社

 (特別口座)

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号   三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 三井住友信託銀行株式会社　全国各支店

　　買取手数料 株式の売買委託に係る手数料として別途定める金額

公告掲載方法 電子公告（http://www.ktbo.co.jp）

 
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をできない場合
は、北國新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 なし
 

(注) １　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を有しておりません。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

２　平成29年６月29日開催の第94回定時株主総会において、株式併合の効力発生日(平成29年10月１日)をもっ

て、単元株式数を1,000株から100株に変更する定款変更を行う旨が承認可決されております。　
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第７【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

（1）有価証券報告書及びその添付書類、確認書

事業年度　第93期（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）平成28年６月30日北陸財務局長に提出

 

 

（2）内部統制報告書及びその添付書類

平成28年６月30日北陸財務局長に提出

 

 
（3）四半期報告書及び確認書

第94期第１四半期（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）平成28年８月10日北陸財務局長に提出

第94期第２四半期（自　平成28年７月１日　至　平成28年９月30日）平成28年11月14日北陸財務局長に提出

第94期第３四半期（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）平成29年２月14日北陸財務局長に提出

 

 

（4）臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使書の結果）に基づく

臨時報告書

平成28年７月５日北陸財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成29年６月30日

北日本紡績株式会社

取　締　役　会　御中

太陽有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　　泉　　　淳　一　　　　㊞
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　　沖　　　　聡　　　　　㊞
 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる北日本紡績株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第94期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明

細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、北日本

紡績株式会社の平成29年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

会計方針の変更に記載の通り、会社は、「売上高」及び「売上原価」に計上していた取引先からの有償支給材料にか

かる代金について、当事業年度末より「売上高」及び「売上原価」から控除する方法に変更している。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、北日本紡績株式会社の平成29

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、北日本紡績株式会社が平成29年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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